
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
下記化学式（Ｉ）に記載の化学構造を基本単位として有するオリゴマー材料からなること
を特徴とする有機発光材料。
【化１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
但し、Ｒ 1、Ｒ 2、Ｒ 3、Ｒ 4は、水素原子、アルキル基、アルコキシ基、アリーレン基、シ
アノ基、ニトロ基、アミノ基のいずれかであり、ｎは２～６の自然数を示す。
【請求項２】
下記化学式（Ｉ）に記載の化学構造を基本単位として有する高分子材料からなることを特
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徴とする有機発光材料。
【化２】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
但し、Ｒ 1、Ｒ 2、Ｒ 3、Ｒ 4は、水素原子、アルキル基、アルコキシ基、アリーレン基、シ
アノ基、ニトロ基、アミノ基のいずれかであり、ｎは７以上の自然数を示す。
【請求項３】
下記化学式（ II）に記載の化学構造を有する共重合材料からなることを特徴とする有機発
光材料。
【化３】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
但し、Ｒ 1、Ｒ 2、Ｒ 3、Ｒ 4は、水素原子、アルキル基、アルコキシ基、アリーレン基、シ
アノ基、ニトロ基、アミノ基のいずれかである。また、Ｘは、芳香族化合物、メチレン鎖
、エーテル鎖のいずれかである。また、ｍ、ｎは自然数を示す。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、有機エレクトロルミネッセンス素子に代表される表示素子に利用できる有機発
光材料、あるいは紫外線励起による蛍光表示材料などに適用可能な有機発光材料に関する
。
【０００２】
【従来の技術】
現在、有機薄膜を利用した素子の研究開発が幅広い分野において行われ、優れた機能を有
する素子の開発が期待されている。その中でも、有機物の電界発光（エレクトロルミネッ
センス；以下、エレクトロルミネッセンスのことを「ＥＬ」という）現象を利用した有機
電界発光素子は、自発光型の平面表示素子や平面光源として注目されている。
この有機ＥＬ素子は、１９６０年代のアントラセン単結晶の研究から始まり、イーストマ
ン・コダック社のＣ .Ｗ .Ｔａｎｇらによる薄膜積層型素子が開発されて以来、アプライド
・フィジックス・レター第５１巻第１２号第９１３頁（１９８７年）、およびジャーナル
・オブ・アプライドフィジックス第６５巻第９号第３６１０頁（１９８９年）、特開昭５
９－１９４３９３号公報、特開昭６３－２６４６９２号公報、特開昭６３－２９５６９５
号公報等に開示されている。現在においても、この薄膜積層型の有機ＥＬ素子は、幅広い
分野において活発な研究開発が行われている。
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【０００３】
基本的な有機ＥＬ素子は、基板上に、順に、陽極、電荷輸送層である正孔注入輸送層、有
機発光層、陰極等が積層した構成を有している。これは、例えば次のような工程を経るこ
とで作製される。
まず、ガラスや樹脂フィルム等の透明絶縁性の基板上に、陽極として主にインジウムとス
ズの複合酸化物（以下、「ＩＴＯ」という）からなる透明導電膜を、蒸着法またはスパッ
タリング法等により形成して陽極とする。次に、この陽極上に、銅フタロシアニンや芳香
族アミン化合物等に代表される有機正孔注入・輸送材料からなる単層膜または多層膜を蒸
着法により１００ｎｍ程度以下の厚さで形成して、正孔注入輸送層とする。次に、この正
孔注入輸送層上に有機発光層としてトリス（８－キノリノール）アルミニウム（以下、「
ＡｌＱ」という）等の有機蛍光体膜を１００ｎｍ程度以下の厚さで蒸着法により形成する
。そして、この有機発光層上に、Ｍｇ：Ａｇ等の合金またはＬｉＦ／Ａｌのような積層体
を２００ｎｍ程度の厚さで蒸着法により形成して陰極とすることにより、有機ＥＬ素子が
作製される。
【０００４】
このような有機ＥＬ素子では、電極間に直流低電圧を印加することにより、陽極から正孔
（プラスの電荷）、陰極から電子（マイナスの電荷）が発光層内に注入され、この正孔と
電子が、印加された電場により発光層内部を移動し、有機発光層内でこれらが再結合して
有機蛍光材料を励起させる。そして、この励起された有機蛍光体が基底状態に戻る際に発
光する。この有機ＥＬ素子に印加する直流電圧は、通常２０Ｖ以下であり、発光層にＡｌ
Ｑ、陰極にＭｇ：Ａｇ合金を用いた有機ＥＬ素子では、１０ ,０００ｃｄ／ｍ 2以上の輝度
が得られる。
【０００５】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、上述の有機薄膜ＥＬ素子は連続使用時における安定性と、発光輝度が実用
上不十分であった。さらに、フルカラー表示をさせるためには、青、緑、赤の３原色発光
をさせる必要があった。
そこで、素子の安定性と発光輝度とを向上させるとともに、発光色を制御することを目的
として、発光層に強い蛍光を示す色素をドープする方法が試みられている。例えば、緑色
発光素子の場合、顔料系色素であるキナクリドンをゲスト物質としてＡｌＱにドープした
素子を作製する。この素子は緑あるいは黄緑色に発光し、有機発光層としてＡｌＱ単独膜
を用いた素子よりも、輝度、発光効率および安定性の向上が見られている（特開平０５－
７０７７３号公報、特開平０８－１８８７７２号公報）。
【０００６】
また、青または赤を発光する青色発光素子や赤色発光素子を得る際にも、色素をドープす
ることがある。例えば、青色発光素子としては、ジスチリルアリーレン誘導体に別のジス
チリルアリーレン誘導体をドープしたものを有機発光層とする方法が知られている（アプ
ライド・フィジックス・レター第 67巻、 3853頁（ 1995年） [Appl. Phys. Lett., 67, 3853
(1995)] 、特開平０８－３３３２８３号公報、特開平０６－１００８５７号公報）。赤色
発光素子としては、レーザー色素の一つであるＤＣＭ誘導体をＡｌＱにドープしたものを
有機発光層とする方法が知られている（ジャーナル・オブ・アプライドフィジックス第 65
巻、 3610頁（ 1989年） [J. Appl. Phys., 65, 3610 (1989)]）。
【０００７】
しかしながら、上述した発光素子は低分子有機化合物であり、低分子有機化合物を用いた
有機ＥＬ素子は耐熱性や機械的強度が弱い上に、高真空下の真空蒸着で製膜する必要があ
るため生産効率が悪いなどの問題があった。
そこで、近年オリゴマー材料もしくは高分子材料が有機ＥＬ素子に用いられるようになっ
てきた。オリゴマー材料や高分子材料は耐熱性や機械的強度に優れ、また、特に高分子材
料は湿式法により容易に製膜することができるなど、低分子有機化合物にはない利点を有
している。
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【０００８】
しかしながら、これまでに様々な高分子ＥＬ材料が合成され、発光効率や素子寿命も向上
してはいるが、その性能は未だ実用上十分とはいえなかった。
また、青色のポリマー発光材料や電子輸送性ポリマー材料の合成例は非常に少ない。青色
の高分子発光材料が少ない原因は、主鎖共役系の高分子の場合、共役系が拡がることで緑
色、赤色と低エネルギーの発光となってしまうことにある。青色発光高分子を作るには共
役系を切る、ペンダント型の高分子とするなどの方法があるが、これらの方法は複雑であ
る上に、発光効率や寿命の面で問題がある。
【０００９】
以上のように、従来の有機ＥＬ素子に用いられてきた材料は、電荷輸送材料または発光材
料として求められている特性を必ずしも満足しておらず、依然として、優れた発光効率を
有するとともに、耐熱性や機械的強度が高いなど高い耐久性を有する発光材料が要求され
ている。
本発明は、前記課題を解決するためになされたもので、耐久性が高く、かつ発光効率の高
い有機発光材料を提供することを目的とする。
【００１０】
【課題を解決するための手段】
本発明者らは、有機発光材料および電荷輸送材料の性質を合わせ持ち、バッテリーや透明
導電膜、トランジスタなどに用いることができるなど、非常に応用性の高い材料である、
ポリ（アルキルチオフェン）に代表される、チオフェン骨格を有する高分子に着目して検
討した結果、以下の有機発光材料を発明するに至った。
本願請求項１の有機発光材料は、下記化学式（Ｉ）に記載の化学構造を基本単位として有
するオリゴマー材料からなることを特徴としている。
【化４】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
但し、Ｒ 1、Ｒ 2、Ｒ 3、Ｒ 4は、水素原子、アルキル基、アルコキシ基、アリーレン基、シ
アノ基、ニトロ基、アミノ基のいずれかであり、ｎは２～６の自然数を示す。
【００１１】
本願請求項２の有機発光材料は、上記化学式（Ｉ）に記載の化学構造を基本単位として有
する高分子材料からなることを特徴としている。
【００１２】
本願請求項３の有機発光材料は、下記化学式（ II）に記載の化学構造を有する共重合材料
からなることを特徴としている。
【化５】
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但し、Ｒ 1、Ｒ 2、Ｒ 3、Ｒ 4は、水素原子、アルキル基、アルコキシ基、アリーレン基、シ
アノ基、ニトロ基、アミノ基のいずれかである。また、Ｘは、芳香族化合物、メチレン鎖
、エーテル鎖のいずれかである。また、ｍ、ｎは自然数を示す。
【００１３】
【発明の実施の形態】
以下、本発明を詳細に説明する。
（有機発光材料）
本発明の有機発光材料は、以下に説明するオリゴマー材料、高分子材料、共重合材料のい
ずれかである。
オリゴマー材料、高分子材料は、上記化学式（Ｉ）に示す化学構造を基本単位として有し
ている。オリゴマー材料は、上記化学式（Ｉ）において、ｎが２～６のものであり、高分
子材料は、ｎが７以上のものである。ｎが７以上の高分子材料の場合、ｎは１００～１０
０００であることが好ましい。
【００１４】
また、共重合材料は、上記化学式（ II）に示す化学構造を基本単位として有している。共
重合材料において、ｍは１００～１００００であることが好ましい。また、ｎは５～１０
００であることが好ましい。
また、共重合材料は、ランダム共重合体、ブロック共重合体、交互共重合体のいずれであ
ってもよく、選択する重合方法により決定することができる。
【００１５】
上記化学式（Ｉ）または（ II）において、Ｒ 1、Ｒ 2、Ｒ 3、Ｒ 4は、水素原子、アルキル基
、アルコキシ基、アリーレン基、シアノ基、ニトロ基、アミノ基から選択されるが、中で
も、合成が容易であることから、アルキル基、アルコキシ基、アリーレン基が好ましい。
アルキル基としては、メチル基、エチル基、プロピル基、ブチル基、ペンチル基、ヘキシ
ル基、ヘプチル基、オクチル基、ノニル基、デシル基、ウンデシル基、ドデシル基等が挙
げられる。また、分岐構造のアルキル置換基であってもよい。アルコキシ基としては、ア
ルキル基と同様な炭素鎖の構造を持ったアルコキシ基が挙げられる。
【００１６】
上記化学式（ II）において、Ｘは、芳香族化合物、メチレン鎖、エーテル鎖から選択され
るが、中でも、合成が容易であることから、芳香族化合物が好ましい。
Ｘが芳香族化合物である場合には、芳香族化合物としては、ベンゼン環や酸素原子、窒素
原子、硫黄原子、珪素原子、ゲルマニウム原子等を一つもしくは複数有する５または６員
環の複素環の芳香族化合物から選択することができる。このような芳香族化合物としては
、例えば、ピロール環、チオフェン環、オキサジアゾール環、トリアゾール環、チアゾー
ル環、フラン環、シロール環、ピリジン環、ピラジン環、チアジアゾール環、ピリミジン
環等を有する化合物が挙げられ、さらには、複環である、ナフタレン環、アントラセン環
、キノキサリン環、キノリン環、ピリドピリジン環、ピリミドピリジン環、フルオレン環
、フェナントロリン環、フェナントレン環等を有する化合物が挙げられる。
また、芳香族化合物は、ジフェニルアミンやトリフェニルアミン等の窒素原子によって架
橋されていてもよい。さらには、これら芳香族化合物に置換基が導入されていてもよい。
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【００１７】
次に、本発明の有機発光材料を製造する製造方法例について説明する。
（オリゴマー材料の製造方法例）
ｎ＝２のオリゴマー材料、ｎ＝３～６のオリゴマー材料の製造方法例について、それぞれ
説明する。
ｎ＝２のオリゴマー材料の製造方法例では、まず、下記化学式（ III）  に示す単量体を２
量化し、これをソクスレー抽出により精製し、次いで、昇華法により高純度に精製して、
ｎ＝２のオリゴマー材料を得ることができる。
また、ｎ＝３～６のオリゴマー材料の製造方法例では、下記化学式（ III）  に示す単量体
を臭素などでハロゲン化し、マグネシウムを用いたグリニャール反応、あるいは有機ニッ
ケル錯体や有機パラジウム錯体等の有機金属化合物を用いたカップリング反応により合成
することができる。
【００１８】
【化６】
　
　
　
　
　
　
　
【００１９】
（高分子材料の製造方法例）
高分子材料は、例えば、下記化学式（ IV）に示す単量体を、塩化鉄を用いて酸化重合する
ことで得ることができる。
また、上記化学式（ III）  に示す単量体を、有機ニッケル錯体や有機パラジウム錯体等の
有機金属化合物を用いて重縮合することによっても得ることができる。重縮合の具体例と
しては、単量体に二つのハロゲン置換基を導入し、有機ニッケル錯体を用いた脱ハロゲン
化重縮合が挙げられる。
【００２０】
【化７】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００２１】
（共重合材料の製造方法例）
共重合材料は、例えば、上記化学式（ IV）に示す単量体を含む単量体混合物を、塩化鉄を
用いて酸化重合することで得ることができる。
また、上記化学式（ III）  に示す単量体を含む単量体混合物を、有機ニッケル錯体や有機
パラジウム錯体等の有機金属化合物を用いて重縮合することによっても得ることができる
。例えば、単量体に二つのハロゲン置換基を導入し、有機ニッケル錯体を用いて脱ハロゲ
ン化重縮合して共重合材料を得ることができる。また、パラジウム錯体を用いて鈴木カッ
プリングや薗頭カップリングすることにより、交互共重合体を合成することもできる。
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【００２２】
上述したオリゴマー材料、高分子材料、共重合材料のいずれかからなる有機発光材料は、
分子量が高いので、耐熱性、機械的強度に優れており、耐久性が高い。また、上述した有
機発光材料は、強い青色蛍光および高い量子収率を得ることができ、有機ＥＬ素子の青色
発光材料あるいは紫外線励起の蛍光表示材料として有用である。以下に、本発明の有機発
光材料を用いたＥＬ素子について説明する。
【００２３】
（ＥＬ素子）
上述した有機発光材料は、種々のＥＬ素子等に適用できる。また、上述した有機発光材料
を用いたＥＬ素子は、一般的なＥＬ素子の製造方法を適用して製造できる。
本発明の有機発光材料を用いたＥＬ素子の例について、図６および図７を参照しながら説
明する。図６に示すＥＬ素子は、陽極である透明電極１６の一方の面上に、正孔輸送層１
４、発光層１２、陰極となる金属製の電極１０が順に積層され、透明電極１６の他方の面
にはガラス基板１８が接したものである。
また、図７に示すＥＬ素子は、電極１０と発光層１２との間に電子輸送層１１が介在した
以外は図６に示したものと同じ構成のものである。
これらのＥＬ素子において、発光層１２としては、上述した本発明の有機発光材料が用い
られる。発光層１２の厚さは、通常、２～５０００ｎｍである。発光層１２の形成方法と
しては、周知の種々の手段を適用することができ、例えば、蒸着法、スピンコート法、キ
ャスト法などが挙げられる。
なお、電極１０としては、アルミニウム、マグネシウム、インジウム、銀もしくはこれら
の合金などが用いられる。また、透明電極１６としては、ＩＴＯ等が用いられる。
これらのＥＬ素子では、上述した有機発光材料が用いられているので、青色発光材料の輝
度および発光効率が、緑色発光材料であるＡｌＱやキナクリドンをドープしたＡｌＱの輝
度および発光効率と同等に高い。その結果、実用上充分な輝度を得るために、青色発光の
有機発光層にＣｓなどの低仕事関数金属をさらに添加する必要がなく、ＥＬ素子の製造工
程を簡略化できる。
【００２４】
【実施例】
以下、実施例を示して本発明をさらに詳細に説明する。
［実施例１］
＜ベンゾ［１ ,２－ｂ：４ ,３－ｂ‘］ジチオフェン－２ ,２’－イル（ＢＤＴＢ；化学式
（Ｖ））の合成＞
アルゴン気流中、ベンゾジチオフェン（化学式（ III））２ .００ｇ (１０ .５ｍｍｏｌ）を
乾燥ＴＨＦに溶かし、撹拌しながら０℃にて１ .１等量のブチルリチウムを加えた。１時
間かけて－７０℃から０℃まで反応温度を上げ、さらに０℃にもどし３０分間撹拌し、ベ
ンゾジチオフェンのリチオ体を調製した。鉄（ III）・アセチルアセトナート（３ .７１ｇ
、１０ .５　ｍｍｏｌ）と４０ｍＬの乾燥ＴＨＦとの混合物に上記のリチオ体を室温で４
０分間かけて加えて反応混合物を得た。次いで、反応混合物を２時間加熱還流した後、水
（２０ｍＬ）を加え、減圧してＴＨＦを留去し、２％の塩酸２００ｍＬを加え、生じた固
体を濾別した。得られた固体を水、１０％の炭酸ナトリウム水溶液（１００ｍＬ）、水の
順でよく洗浄した。固体を乾燥後、ソクスレー抽出器に入れ、ＴＨＦ（２００ｍＬ）で抽
出し、溶媒を留去して黄色結晶を得た。得られた結晶は、収量１ .２０ｇ、収率６０％で
あり、融点は２６７℃（ＤＳＣ）であった。
得られた化合物について、赤外吸収スペクトル（図１）と質量分析（図２）の測定を行っ
た。その結果、質量分析において、分子イオンピークが３７８に見られ、この化合物の構
造は下記化学式（Ｖ）で示されるＢＤＴＢであることが同定された。
【００２５】
【化８】
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【００２６】
さらに、昇華法によって高純度精製したＢＤＴＢのトルエン溶液中における蛍光測定を行
った。その結果、ピーク波長３９０ｎｍと４２５ｎｍ、４５２ｎｍの強い青色蛍光を示し
た。このときの蛍光強度および量子収率はジスチリルアリーレン誘導体の一つであるＤＰ
ＶＢｉのそれぞれ２．２倍、１ .６倍であった（表１）。
【００２７】
【表１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００２８】
［実施例２］
＜ポリ〔４ ,５－ジオクチルベンゾ［１ ,２－ｂ：４ ,３－ｂ‘］ジチオフェン－２ ,５’－
ジイル〕（ＰＤＴＢｏｘ；化学式（ VI））の合成（塩化鉄（ III）による重合）＞
アルゴン気流中、２－チオフェンカルバルデヒド（化学式（ VII））１２ .１ｇ（１０８ｍ
ｍｏｌ）を乾燥ＴＨＦ（２０ｍＬ）に溶かし、撹拌しながら０℃で１．１等量のオクチル
マグネシウムブロミドに滴下した。室温で２時間撹拌した後、水を加え反応を停止して、
１－チエニル－ 1－ノナノール（化学式（ VIII））を得た。 1－チエニル－ 1－ノナノール
を蒸留にて精製したところ、収量２０ .９ｇ、収率８５％であった。次に、１－チエニル
－ 1－ノナノール２０ .１ gをアセトンに溶かし、０℃にてジョーンズ試薬を加えて酸化し
、１－チエニル－１－ノナノン（化学式（ IX））を得た。収量１６ .４ g、収率７９ %であ
った。
さらに、 1－チエニル－ 1－ノナノン１６ .４ g（７３ .１ｍｍｏｌ）を１４０ｍｌのＴＨＦ
に溶かし、１ .５等量の四塩化チタンと３等量の亜鉛を加え、５時間加熱還流して、１ ,２
－ジチエニル－９－オクタデセン（化学式（Ｘ））を得た。得られた１ ,２－ジチエニル
－９－オクタデセンをシリカゲルクロマトグラフィーによりヘキサンを展開溶媒として分
離、精製したところ、分離精製後の１ ,２－ジチエニル－９－オクタデセンの収量１３ .０
ｇ、収率８５ %であった。
そして、１ ,２－ジチエニル－９－オクタデセン３ .００ｇ（７ .２０ｍｍｏｌ）を１７０
０ｍＬのベンゼンに溶かし、０ .２等量のヨウ素０ .３６６ｇ（１ .４４ｍｍｏｌ）を加え
、高圧水銀灯を１０時間照射した。次いで、カラムクロマトグラフィーにて分離、精製し
て、４ ,５－ジオクチルベンゾジチオフェン（化学式（ XI））を得た。４ ,５－ジオクチル
ベンゾジチオフェンの収量５ .２４ g、収率５９ %であった。
得られた４ ,５－ジオクチルベンゾジチオフェン０ .５０ｇ（１ .２１ｍｍｏｌ）を乾燥塩
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化メチレン（４０ｍＬ）に溶かし、これに無水塩化鉄 (III)１３４ｇ（２４ .２ｍｍｏｌ）
を室温で加え、一晩撹拌して重合した。次いで、薄めたヒドラジン水溶液を加えて重合を
停止させた後、希塩酸を加え、ベンゼンで抽出し、生成した重合体が含まれる有機層を硫
酸ナトリウムで乾燥した。重合体を含む有機層をシリカゲルが充填された短いカラムに通
して分離、精製した後、少量のベンゼン（５ｍｌ程度）に溶解し、１００ｍｌのメタノー
ルに添加して再沈殿させた。１日放置した後、濾過し、生成した重合体をエタノールで洗
浄後、真空ポンプを用いて乾燥した。最終的に得られた重合体の収量は０ .４６ｇであっ
た。
【００２９】
【化９】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【化１０】
　
　
　
　
　
　
　
【化１１】
　
　
　
　
　
　
　
　
【化１２】
　
　
　
　
　
　
　
　
【化１３】
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【化１４】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００３０】
得られた重合体のクロロホルム溶液中の 1Ｈ  ＮＭＲスペクトル、およびＩＲスペクトルに
おいてその構造単位の骨格が維持されていることが確認できたことから、目的とする高分
子材料（ＰＤＴＢｏｘ；化学式（ VI））と同定した。この重合体の分子量を、クロロホル
ムを溶出液としたＧＰＣ測定から、数平均分子量２７００、重量平均分子量６８０００と
求めた。
【００３１】
［実施例３］
＜ポリ〔４ ,５－ジオクチルベンゾ［１ ,２－ｂ：４ ,３－ｂ‘］ジチオフェン－２ ,５’－
ジイル〕（ＰＤＴＢＮｉ；化学式（ VI））の合成（ニッケル錯体による重合）＞
上記実施例２と同様にして、４ ,５－ジオクチルベンゾジチオフェン（化学式（ XI））を
得た。
得られた４ ,５－ジオクチルベンゾジチオフェン１ .０４ｇ（２ .５０ｍｍｏｌ）を乾燥し
た N,N'－ジメチルホルムアミド（１１５ｍｌ）に溶かし、室温にて２ .７等量のＮ－ブロ
モスクシンアミドを加え、３時間撹拌して、２ ,７－ジブロモ－４ ,５－ジオクチルベンゾ
ジチオフェン（化学式（ XII））を得た。この２ ,７－ジブロモ－４ ,５－ジオクチルベン
ゾジチオフェンを、シリカゲルクロマトグラフィーにて分離、精製したところ、分離精製
後の２ ,７－ジブロモ－４ ,５－ジオクチルベンゾジチオフェンの収量０ .９７ｇ、収率６
８％であった。
次いで、ビス（１ ,５－シクロオクタジエン）ニッケル（Ｎｉ（ｃｏｄ） 2）０ .１５９ｇ
（０ .５７６ｍｍｏｌ）、２ ,２’－ビピリジン０ .０９０ｇ（０ .５７６ｍｍｏｌ）と、 N,
N'－ジメチルフォルムアミド (２０ｍｌ )とを窒素雰囲気中で混合し、さらに２ ,７－ジブ
ロモ－４ ,５－ジオクチルベンゾジチオフェン０ .３ g（０ .５２４ mmol）を加え、６０℃で
２０時間攪拌して重合した。生成した重合体からニッケル化合物を除去するために塩酸水
溶液、塩酸－エタノール溶液、エチレンジアミン水溶液、熱水、エタノールで洗浄した。
最終的に得られた重合体の収量は０ .１３９ｇであった。
【００３２】
【化１５】
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【００３３】
得られた重合体のクロロホルム溶液中の 1Ｈ  ＮＭＲスペクトル、およびＩＲスペクトルに
おいてその構造単位の骨格が維持されていることが確認できたとともに、Ｃ－Ｂｒの伸縮
振動に由来する吸収が消失していたことから、目的とする高分子材料（ＰＤＴＢＮｉ；化
学式（ VI））と同定した。この重合体の分子量を、クロロホルムを溶出液としたＧＰＣ測
定から、数平均分子量１６００、重量平均分子量２９００と求めた。
【００３４】
［蛍光測定］
実施例２（ＰＢＴＢｏｘ）および実施例３（ＰＤＴＢＮｉ）で合成した試料について蛍光
測定を行った。
その結果、図５に示したように、クロロホルム溶液中で強い緑色蛍光を示した。このとき
の蛍光強度および量子収率はジスチリルアリーレン誘導体の一つであるＤＰＶＢｉのそれ
ぞれ１ .６倍、１ .８倍であった（表２）。
【００３５】
【表２】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００３６】
【発明の効果】
以上説明したように、本発明の有機発光材料は、オリゴマー材料、高分子材料、共重合材
料のいずれかからなり、分子量が高いので、耐熱性、機械的強度に優れており、耐久性が
高い。また、有機発光材料は、溶液中において従来の青色発光材料であるジスチリルアリ
ーレン誘導体より強い青色蛍光を発し、高い量子収率を有している。したがって、有機Ｅ
Ｌ素子の発光材料あるいは紫外線励起の蛍光表示材料として好適に用いることができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】　ＢＤＴＢの赤外吸収スペクトルである。
【図２】　ＢＤＴＢの質量分析結果を示すグラフである。
【図３】　ＰＤＴＢｏｘ、ＰＤＴＢＮｉ、２ ,７－ジブロモ－４ ,５－ジオクチルベンゾジ
チオフェンの 1Ｈ  ＮＭＲスペクトルである。
【図４】　ＰＤＴＢｏｘ、ＰＤＴＢＮｉ、２ ,７－ジブロモ－４ ,５－ジオクチルベンゾジ
チオフェンの赤外吸収スペクトルである。
【図５】　ＰＤＴＢｏｘおよびＰＤＴＢＮｉの蛍光スペクトルである。
【図６】　ＥＬ素子の一例を示す断面図である。
【図７】　ＥＬ素子の他の例を示す断面図である。
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【符号の説明】
１２　発光層

【 図 １ 】

【 図 ２ 】

【 図 ３ 】
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【 図 ４ 】 【 図 ５ 】

【 図 ６ 】

【 図 ７ 】
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